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希望型指名競争入札実施要領

（趣旨）

第１条 この要領は、建設工事等契約事務取扱要領に定めるもののうち、千葉都市モ

ノレール株式会社（以下「会社」という。）が発注する工事又は製造の請負及び工

事用材料、機械器具類の買入れ並びに調査・測量・設計等の委託業務（以下「工事

等」という。）において、より透明性・競争性を高め、公正な競争を確保するため、

事前に入札参加の希望を募り、希望者の中から指名業者を選定する入札方式

（以下「希望型指名競争入札」という。）を実施するにあたり、別に定めるものの

ほか、必要な事項を定めるものとする。

（対象工事等）

第２条 希望型指名競争入札の対象となる工事等（以下「対象工事等」という。）は、

原則として会社が発注する全ての工事等とする。ただし、建設工事等契約事務取扱

要領第１８条各項に該当する場合はこの限りではない。

（定義）

第３条 この要領において、工事等の施工に関する事務を分掌する課長を工事担当課

長といい、工事等の契約に関する事務を分掌する課長を契約担当課長という。

（参加資格要件）

第４条 希望型指名競争入札の参加資格要件は、次に掲げる要件すべてに該当するこ

ととする。

（１）手形交換所による取引停止処分を受けてから２年を経過しない者でないこと

（２）対象工事等の入札日前６ヶ月以内に振り出した手形又は小切手が不渡りとな

った者でないこと

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の更正手続開始の申し立てをした

者で同法に基づく裁判所からの更正手続開始の決定がなされていないものでな

いこと

（４）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の再生手続開始の申し立てをした

者で同法に基づく裁判所からの再生計画認可の決定がなされていないものでな

いこと

（５）千葉市入札参加資格者名簿に登載されていること

（６）千葉市建設工事請負業者等指名停止措置要領及び千葉市物品等入札参加資格

者指名停止措置要領に基づく指名停止措置等を対象工事等の入札参加資格確認

申請期限の日から入札日までの間に受けていないこと

（７）前各号のほか必要と認めて定める要件

２ 前項に定めるもののほか、対象工事等の種類又は性質により次に掲げる資格要件

を設けたとき、入札参加者は、必要とされる当該資格を有する者でなければならな

い。

（１）対象工事等と同種工事等の履行実績

（２）技術者の配置

（３）前各号のほか対象工事等ごとに必要と認めて定める要件
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（参加資格要件の審査）

第５条 工事担当課長は、前条の規定により参加資格要件を定めたときは、建設工事

等指名業者選定審査会の審査を受け、社長の決裁を得るものとする。

（対象工事等の公表）

第６条 工事担当課長は、対象工事等を工事等発注表（様式第１号）により公表する

ものとする。

２ 工事等発注表により公表する事項は、次に掲げるとおりとする。

（１）業種

（２）工事等の名称（委託名）

（３）施工場所（履行場所）

（４）工事概要（委託概要）

（５）工期（履行期間）

（６）資格要件

（７）申込期間

（８）その他

（入札参加申込の手続）

第７条 入札参加希望者は、対象工事等について入札参加の申し込みをしようとする

ときは、希望型指名競争入札参加申込書（様式第２号。以下「入札参加申込書」と

いう。）を提出しなければならない。

２ 契約担当課長は、入札参加申込書の受付に際して必要があると認めたときは、履

行実績に係る契約書の写し等の関係書類の提出を求めることができる。

（入札参加申込の期間）

第８条 入札参加の申し込み期間は、対象工事等の公表を開始した日から公表の最終

日までとし、原則５日間とする。

（指名業者の審査等）

第９条 入札参加申込書の提出があったときは、速やかにその内容を審査し、第４条

に規定する参加資格要件を満たしている者について、指名業者として選定すること

とする。

２ 前項の規定により、指名業者を選定し、又は業者を指名しないこととするときは、

所定の決裁を得るものとする。

（業者選定における希望申込業者の取扱）

第10条 資格要件等を満たしている希望申込業者については、すべて指名するものと

する。

２ 資格要件等を満たす希望申込業者が１社の場合は、希望型指名競争入札の手続き

は中止し、改めて指名競争入札により実施するものとする。

３ 前項の規定により指名競争入札に切り替える場合の指名業者選定に際しては、当

該希望者を原則として考慮するものとする。
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（非指名通知）

第11条 社長は、入札参加申込書を提出した者の中で、指名をしないこととしたもの

に対しては、その旨を非指名通知書（様式第３号）により通知しなければならない。

２ 前項の非指名通知書を受けたものは、非指名の理由について、当該通知のあった

日から３日以内に、書面にて説明を求めることができる。

３ 社長は、前項による請求があった場合は、回答通知書（様式第４号）により回答

しなければならない。

（入札参加申込書を提出した者がない場合の取扱）

第12条 入札参加申込書を提出した者がない場合は、希望型指名競争入札の実施をと

りやめ、通常の指名競争入札を実施するものとする。

（この要領に定める手続以外の手続）

第13条 この要領に定める手続以外の希望型指名競争入札の手続きについては、通常

の指名競争入札の手続きの例による。

（補則）

第14条 この要領の施行に関し必要な事項は、別に定める。


